
１． 研究の背景と位置付け 
 近年、大規模災害が多発する本国において、防災・復

興方法について検討することは重要な課題となっている。

筆者は 2011 年より東日本大震災における被災地の支援

活動を行っている。特に宮城県気仙沼市大沢地区につい

ては、2011 年 10 月より大沢地区自治会、大沢地区防災

集団移転促進事業期成同盟会とともに住民集会を開催し、

地区の復興について検討を重ねてきた。震災から 6年を

経てようやく居住地再建完了の目途がついてきた状況で

あり、そこに至るまでの居住動向は多岐にわたる。本地

区だけでも、指定避難所、地区内外の被災を免れた親戚・

友人宅、在宅、旅館・ホテル、応急仮設住宅など様々な

避難場所を経由している。多様な被災者のニーズに応じ

て多様な受け皿があることは重要であると考える一方、

避難場所が多様化することで震災前の地域住民の避難場

所を把握できず、地域の復興状況を十分に共有できない

懸念がある。北後は、居住者は従前の居住地区内に戻る

ことを基本とした際に、コミュニティを維持する条件と 

して住み替えの場所を従前地区の近くに用意し、住民同

士の日常的な交流関係を維持すること、復興まちづくり

に積極的に関与させることが重要であると述べている１）。

田村らは阪神・淡路大震災の復興調査の中で生活再建 7

要素モデルの検証を通して、地域行事への参加度合が高

い人の生活復興感が高い傾向にあることを明らかにして

いる２）。しかし、多くの支援者が認識する被災者は指定

避難場所や応急建設住宅に避難する人であり、親戚・友

人宅や旅館・ホテル、応急借り上げ住宅等へ避難する人

を扱った支援や研究報告はほとんど見られない。筆者は

これまで震災以前と同じ家で暮らす住民（以下：在宅世

帯と記述）が、復興過程の中で復興・支援の対象から見

落とされやすい傾向にあることを述べている３）。こうし

たことから、指定避難所及び仮設住宅で避難生活を過ご

す住民以外は地域の情報を十分に入手できない可能性が

高い。現時点では多様な避難場所を前提とした持続可能

な地域復興、住民の生活復興感を高めるための方策は示

されていない。内閣府は 2016年 6月に「防災 4.0」未来

構想プロジェクト有識者提言の中で、復元力を高めるた

めに住民の自助・共助を高めることを基本柱の 1つにし
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ていることからも、地域住民の避難ᐇែを把握し、┦

に支えあう⤌みをᩚえることが重要である㸲）。以上の

ことから、本✏では１つの地域に↔点をᙜて、地域య

の居住動向をಠ▔的にᤊえ、居住地再建過程における居

住⎔ቃと地区内再建⋡の関係性を明らかにする。特に居

住地再建過程においてᑡᩘὴになりやすい旅館・ホテル

避難者及び応急借り上げ住宅（以下：みなし仮設）、自

避難については避難ᐇែに╔目することにより、地区内

再建⋡向上に向けた復興課題をᢳฟすることを目的とし

ている。本✏では筆者が⥅続的に支援を続ける宮城県気

仙沼市大沢地区をモデルに調査・分ᯒを行う。 
 
㸰． 研究の᪉ἲ 
ձ 国の避難ᐇែの把握 

ղ 宮城県気仙沼市大沢地区における震災┤後から住宅

再建までの居住動向の把握。 

ճ 旅館・ホテル及びみなし仮設における避難生活を㑅

ᢥ⌮由と生活ᐇែの把握（2016 年 5 月 3 日㹼7 日、

 （件ᩘ：9件ࢢࣥࣜࣄ

մ 旅館・ホテル及びみなし仮設を㑅ᢥする住民の特ᚩ

分ᯒ。 

 
3．ᮾ᪥ᮏ大㟈災における被災者ᨭ 
3-1．ᅜの避難ᐇែ 
復興ᗇでは、国の避難者ᩘ等をᩚ⌮しており、その

分㢮は避難所（බ民館・学ᰯ等）、旅館・ホテル、その

（親᪘・▱人宅等）、住宅等（බႠ住宅・応急仮設住宅・

民㛫㈤㈚住宅・院等）となっている㸳）。また、住宅等

のヲ⣽については、ཌ生ປാ┬及び内閣府がᩚ⌮してい

るため、日を合わせてᩚ⌮した㸴）（ᅗ１）。旅館・ホテ

ルへの避難については東日本大震災に係る災害ᩆ助法の

ᙎ力㐠用について（その㸴）㸵）により、旅館、ホテル等

に避難する際にかかる㈝用を国ᗜ㈇ᢸの対象とした。旅

館、ホテル等への避難者ᩘは 2011 年 6 月 2 日時点で

28,014 人㸶）にも㐩している。しかし、2012 年にはほと

んどᏑ在していないことから、この時期には仮設住宅や

みなし仮設における仮設期へと移行していることが分か

る（ᅗ１）。2012年 12月以㝆は避難者の大多ᩘが仮設住

宅とみなし仮設への避難者となっている。みなし仮設へ

の避難者が多い特ᚩとして、東日本大震災においては災

害ᩆ助法（和 22年法ᚊ➨ 118ྕ）の㐺用によるみなし

仮設の本᱁的な㐠用が行されたことがあげられる。特

にཎ発のᙳ㡪により、従前地区近に避難場所を☜ಖで ᅗ㸰㸸ᐑᇛ┴気仙沼市における避難者᥎⛣ 

ᅗ１㸸ᮾ᪥ᮏ大㟈災にࡼる避難者᥎⛣ 
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きないこと、ὠἼ被災によるᅵ地のไ⣙がかかったこと

が᭱大の要ᅉと考えられる。東日本大震災から 6年が経

過したも 119,163人の避難者がᏑ在していることを㋃

まえると、౪与期㛫を建⠏工事が完了した日から᭱㛗 2

年 3か月以内とした仮設住宅以外の㑅ᢥ⫥があることの

重要性が高いことは分かる。 
 
3-2．気仙沼市の避難ᐇែ 
気仙沼市がබ⾲している避難状況については震災発生

から 3か月後である 6月 13日時点で、一次避難所 39

設：2,359人（内 2設：47人は市外）、二次避難所 15

設：453人（内 3設：61人は市外）が避難しており、

二次避難者のᩘは一次避難者ᩘの 20㸣以下である㸷）。仮

設住宅への避難者ᩘは 2012年 1月時点で 8000人㉸であ

るが、みなし仮設は 4000人㉸と⣙༙ᩘ程度の避難者ᩘで

ある（ᅗ２）。その後もおおよそ仮設住宅における避難者

ᩘの༙ᩘ程度がみなし仮設で避難していることが分かる。 

 
4．気仙沼市大沢地区における居住地再建࡛ࡲのኚ㑄 
4-1．居住動向と地域内再建率 
気仙沼市大沢地区は 186世帯 636人（2011年 3月 1日

時点）の地区であり、震災により⣙ 75㸣の世帯が被害を

受けた。大沢地区では、居住地再建方法として防災集団

移転促進事業及び災害බႠ住宅により、80世帯が居住地

再建を行うண定である。本地区では、指定避難所、親戚・

友人宅、在宅、旅館・ホテル等、みなし仮設、仮設住宅

に避難している（ᅗ３）。本地区では、在宅世帯を㝖くと

指定避難所及び仮設住宅に避難している世帯は居住動向

を把握する世帯の⣙ 45㸣、39㸣と多ᩘὴであることが

分かる。それにẚべて、旅館・ホテル（7㸣）、みなし仮

設（6㸣）、親戚・友人宅（19㸣）と㠀常にᑡない。ణし、

居住動向を把握できていない多くは地区外に避難及び再

建している世帯であるため、ᐇ際みなし仮設による避難

者は多いことがண想される。これは 186世帯とỴして

世帯ᩘが多くない地区においても、ての動向を把握す

ることが難しさを示しているともいえる。また、ྛ避難

場所ูに地区外再建合をみると、指定避難所（12㸣）、

親戚・友人宅（4㸣）、旅館・ホテル等（30㸣）、仮設住宅

（10㸣）、みなし仮設（25㸣）となっている。旅館・ホテ

ル等、みなし仮設を経由する世帯は指定避難所、仮設住

宅、親戚・友人宅とẚべると地区外再建⋡が 10㸣以上高

い。ᩘ್だけで見ると旅館・ホテル等及びみなし仮設を

経由する世帯は地区外に流ฟしやすい傾向にあることが

明らかとなった。 

 
4-2．旅館・ホテル➼の避難者≉ᛶ 
気仙沼市では、2011年 5月 3日のお▱らせの中で、旅

館・ホテル避難に関するㄝ明が記㍕され、市内に⣙ 300

ᅗ㸱㸸気仙沼市大沢地区住Ẹの㟈災ᚋࡽ居住地再建࡛ࡲの居住動向 
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人分、市外に 600 人分が用意された。⏦し㎸み期㛫は 5

月 4日㹼9日とし、5月 15日ごࢁから旅館・ホテル避難

を開ጞしており、その後は✵きがで次➨、ເ集がかけら

れている。 

本地区では、10世帯が旅館・ホテル避難を行っている

（⾲１）。そのうち 7 世帯にࢢࣥࣜࣄをᐇした。旅

館・ホテル避難にいたるルートは大きく２つに分けられ

る。１つは、指定避難所から移動したもの。もう１つは、

親戚・友人宅から移動したものである。指定避難所から

移動した⌮由としては、ᚰ⌮的な⌮由（ኵ፬共ാきによ

る避難所のᙺをᢸえない、事⤊わりにすࡄに㢼࿅に

入れない、プࣛࢩࣂーがない、家᪘が多いことによる

気づかいなど）や㌟య的な⌮由（㣗事にὀ意がᚲ要だっ

たが≀㈨ではまかなえなかったなど）である。親戚・友

人宅から二次避難した⌮由は、ᚰ⌮的な⌮由（親戚・友

人への気づかい、途中から指定避難所に入りづらかった

など）や✵㛫的⌮由（指定避難所に入ࢁうとしたが࣌ࢫ

ーࢫがなかったなど）である。指定避難所から二次避難

を㑅ᢥする人は、指定避難所の生活⎔ቃにࢫトࣞࢫ等の

㈇Ⲵがかかったことがな要ᅉである。一方、親戚・友

人宅に避難した人にとっては、友人・親戚への気づかい、

指定避難所で避難する住民への気づかいから᪂たな避難

ඛとして旅館・ホテル等を㑅ᢥしている。ここで特筆し

たいのは、指定避難所はࢱミࣥࢢを㏨すとᚰ⌮的なᩜ

居が高くなるということである。指定避難所で生活して

いる住民に対する後ࢁめたさや⛛ᗎが構⠏された⎔ቃに

途中から入ることへのためらいが生じていることが分か

る。そうした意においても、᪂たな避難ඛとして旅館・

ホテルの活用は避難者と親戚・友人୧者への気づかいが

生じた避難者の受け皿としてᶵ能したといえる。 

二次避難してよかった点としては、生活⎔ቃがᨵၿし

たことが大きい。特に㣗事がฟてくること、㢼࿅にはい

れること、プࣛࢩࣂーが☜ಖされたことである。また、

同じ地区の住民が避難しているということも点として

ᣲげられている。一方、同じ地区の人がいないことや地

区から㞳れてしまったことにより地域の情報が入らない

ことがよくなかった点としてᣲげられている。 

避難ඛにおける地区との関わりとしては、地区のᙺဨ

やࣥࣛ࣎ティ、世㛫ヰなどさまࡊまなᙧで地区住民と

の関わりを持っていたことが分かる。また、旅館・ホテ

ル等にも仮設住宅のເ集情報のᙇりฟしなどもあり、復

興の情報は入手できていたことが分かる。 

また特ᚩの 1つとして、旅館・ホテル等へ避難した住

民はみなし仮設ではなく、仮設住宅に避難場所を移行し

ていることがあげられる。 

 
4-3．みなし仮設の≉ᛶ 
 気仙沼市では、4月 30日のᗈ報ㄅによって市民にみな

し仮設住宅に関する内がされており、5月 1日㹼20日

の㛫に受を行っている。その後も、㝶時⏦ㄳ受を行

っていたが、ᖹ成 23年度ᮎに県内の避難所がてゎᾘし

たことにより、民㛫㈤㈚住宅借上げの受は⤊了してい

る。 

 本地区では、筆者が自治会及び地域住民へのࣥࣜࣄ

により把握しているものでࢢ 8件ある。そのうち、ࣄ

をᐇできたのはࢢࣥࣜ 2 件ある。2 件に共通する特ᚩ

としては、震災発生から᪩期に避難しているということ

である。みなし仮設を㑅ᢥした⌮由としては、震災によ

るᚰ⌮的要ᅉ（Ꮚ౪が震災によるࢵࣙࢩクを受けた、ᾏ

を見たくなかった、指定避難所の生活でᚰ⌮的に⁛入っ

たなど）や避難所の生活⎔ቃによる要ᅉ（避難所の生活

⎔ቃがᝏい、♽ẕのయ調がᝏかったなど）、そして᪩期に

生活をᏳ定させたいという要ᅉがാいていることが分か

る。 

 みなし仮設を㑅ᢥしてよかった点としては、被災地を

㞳れてᏳな場所に避難したことでᚰ⌮的にࣜࢩࢵࣞࣇ

ュできた、生活がᏳ定したᏳᚰ感がᣲげられている。一

方、≀㈨や大沢地区の情報が入って来なくなった、地区

の集まりに㢦をฟしづらくなった、Ꮚ౪たちの友人関係

のኚ化などよくなかった点があげられている。また、仮

設住宅との 度ᕪを感じるようになり、地区に戻るかᝎ

ようになったというኌもあがった。みなし仮設に入居ࡴ

することで、地区の復興・まちづくり情報や住民とのコ

ミュニࢣーࣥࣙࢩが㊊し、Ꮩ❧することで地区に戻る

ことへのᩜ居が高くなっていることが分かる。自的に

避難することにより地区との関わりがᕼⷧになり、地区

に戻るᚰ⌮的なᩜ居が高くなっていることが分かる。 

 
4-4．旅館・ホテル➼の避難のཷけධࢀ 
 二次避難場所として用された避難所の経Ⴀ者にもࣄ

 。を行った（ᐟἩ設経Ⴀ者、60௦、⏨性）ࢢࣥࣜ

 震災前に避難所として用するというヰし合いは↓か

ったが、震災後に行ᨻから二次避難所として用するこ

との要ᮃがあった。そのため、避難者用に㒊ᒇをᩘ室用

意したが、ᙜ時ࣥࣛ࣎ティᐈが多く、ࣥࣛ࣎ティᐈ

に㈚したほうが┈はⰋかった。また、避難所としての 
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用を想定しておらず、日中も用ᐈがいるというのは

外的なことで対応が難しかった。対応として㒊ᒇのᤲ

㝖やᕸ団をᖸすことなどは避難者に任せたが、人によっ

て手入れの度合いが␗なるため内やᕸ団の③みが通常

より⃭しいとこࢁもあった。また、国からの助成㔠だけ

では、通常ᐈを受け入れるよりもᏳとなるため、一⯡

ᐈと避難者の㣗事内ᐜが␗なることなど、受け入れඛと

してあらかじめできること、できないことをఏえていた

ので、目❧ったトࣛࣈルは↓かった。一⯡ᐈと同じ用

ᩱ㔠を受けྲྀれる⤌みがあれࡤ、受け入れඛはቑえた

かもしれないと述べている。 

 
5．⤖ㄽ 
5－1．居住動向とࡑの㢮ᆺ 
 本✏により被災者の居住動向と地区内再建⋡の関係性

について以下のことが明らかとなった。 

ձ避難場所による地区内再建⋡の傾向 

 大沢地区を対象に居住地再建までの居住動向を示した

うえで、避難場所によって地区内再建⋡にᕪ␗があるこ

とを明らかとした。特に、旅館・ホテル等及びみなし仮

設に避難した世帯の地区外再建⋡が高くなる傾向にある

ことが明らかとなった。旅館・ホテル等及びみなし仮設

においては、地区の復興・まちづくりに関する情報、地

区住民との日常的なコミュニࢣーࣥࣙࢩ㊊による仮設

住宅への避難者との 度ᕪが生じることが地区内再建へ

の意ḧప下にᙳ㡪していることが 1つの要ᅉとして考え

られる。 

ղ旅館・ホテル等への避難者及び避難場所としての特ᚩ 

 避難者の特ᚩは大きく 2 つに分㢮される。1 つは、指

定避難所における生活⎔ቃが㈇Ⲵとなった人が避難した

ということ。もう 1つは、被災┤後に指定避難所に避難

しなかった・できなかった人である。特に、被災┤後に

指定避難所に避難せずに親戚・友人宅に避難した住民に

とっては、震災から一定の時㛫が経過すると親戚・友人

に気をつかうようになると同時に、指定避難所に避難す

ることへのᚰ⌮的なᩜ居があがっていることは重要な▱

見である。また、指定避難所とは␗なる一時的な避難ඛ

がᏑ在したことはᚰ⌮的・㌟య的な㈇Ⲵを㍍ῶしたこと

は分かる。しかし、༢⊂で地区を㞳れることに一定の

Ᏻをᢪえていたこともうかがえ、同地区の住民がいるこ

とにᏳᚰ感をᢪいていることも明らかとなった。 

ճみなし仮設への避難者及び避難場所としての特ᚩ 

 避難者の特ᚩは震災発生から᪩期にみなし仮設を㑅ᢥ

しているということである。᪩期に生活をᏳ定させるこ

とを㑅ᢥしたことにより居住⎔ቃはᏳ定したが、㛗期に

わたる避難生活の中で仮設住宅の住民との 度ᕪを感じ

るようになった、地区の情報を入手するためにປ力を要

するということがみなし仮設の特ᚩの 1つといえる。 

 
5－2．避難ሙᡤのከᵝࡀཬࡰすㄢ㢟 
 本✏により避難場所の多様化が及ࡰす課題がᗄつかみ

えてきた。復興過程においては、指定避難所や仮設住宅

のように集団で生活することで同じ⎔ቃで暮らす住民㛫

の関係性がᙉくなり、༢⊂で避難する住民とのᚰ⌮的な

かい㞳が生じる傾向にある。そこに༢⊂で避難する住民

が途中から入するにはᚰ⌮的なᩜ居が高くなる。また、

地区住民が地区యの居住動向を把握する⤌みについ

ても課題が見える。㝈⏺はあるが居住動向をᑀに把握

することで、避難者㛫のᚰ⌮的かい㞳を㍍ῶさせるため

の方策が検討することが地域内再建⋡を向上させるため

に重要な要素であるといえる。持続可能な地域をᙧ成す

るためにまずは被災前の住民が元の地域にᖐってくる可

能性を高めることがᚲ要であり、検討すべき課題である。 

 

5－3．ᚋのᒎᮃ 
 本研究では、に旅館・ホテル避難及びみなし仮設を

㑅ᢥする⫼ᬒと㢮ᆺを明らかにすることで、避難所の多

様化と地域復興の୧❧を㐩成するための課題を示した。

またこれまでに在宅世帯に╔目し、震災┤後にᯝたした

ᙺを明らかにしている。ᘬき続き、指定避難所及び仮

設住宅、地区外再建者の生活ᐇែ、居住地㑅ᢥのỴ定要

素について調査・研究を行うことで、地域内再建⋡を高

めるための復興ィ⏬・ᨻ策の方法を明らかにしていく。 
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